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ま え が き 

 

 本書は、労働政策研究・研修機構が平成 24 年度、厚生労働省から要請を受けて実施した調

査の結果報告書である。 

 最低賃金については、平成 20 年 6 月の成長力底上げ戦略推進円卓会議で、中小企業の生産

性向上と最低賃金の中長期的な引上げの基本方針が政労使の間で合意され、平成 22 年６月に

開催された雇用戦略対話において、最低賃金引上げに関する目標が政労使間で合意された中、

地域別最低賃金が大幅に引き上げられてきている。そこで当機構では、特に地域別最低賃金

の引上げの地域の雇用等に与える影響について明らかにするため、全国の中小企業に対して

「最低賃金と企業行動に関する調査」を実施した。本書は、調査結果の概要と、調査から得

られたデータを用いた分析の結果をまとめたものである。 

 本書が、政策担当者、企業経営者、労働者をはじめ、本問題に関心を持つ方々に資すると

ころがあれば、望外の喜びである。 
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